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問題と目的
　発達心理学では 60 ～ 65 歳以降死までを高齢
期と考え，発達課題や発達的意義を検討してきて
いる。成人期までと異なり，中年期以降は加齢
に伴った身体的・心理的・社会的な衰退や喪失と
いった変化が少なからず生じており，それらネガ
ティブな変化も含め発達と捉えられている。たと
えば，Erikson(1950) は，社会的第一線から退い
た高齢期の心理社会的危機として「統合 対 絶望」
を挙げ，いかにアイデンティティを集大成するか
という観点からこれまで生きてきた人生に対する
振り返りと評価が課題であるとしている。また，
Havighurst(1972）は，高齢期では中年期までの役
割から自主的に離脱し，あるいは強制的に離脱させ
られ，新たな役割を見つける必要性を指摘している。
つまり，高齢期に生じる諸変化を受け入れ，それに
対処することにより精神的健康を保つことが心理的

適応であると考えられている。このように，高齢期
への参入はそれまで果たしてきた社会的役割から離
れることがひとつの基準とされ，定年退職が挙げら
れることが多かったといえる。
　日本で定年退職を取り上げた心理学的研究とし
て，定年退職を契機としたアイデンティティの再構
築（岡本・山本，1985；西田，2011）や社会的関
係性の変化（西村，1997）を検討したものが多い。
他方，伊藤（2019）は夫の定年退職と夫婦関係に
着目し，会話や共同活動が増えるにもかかわらず，
結婚生活の捉え方が夫と妻で異なることを指摘し，
こうした夫の定年退職後の夫婦のあり方に加えて，
世代性の問題も含まれることを示唆している。もと
もと世代性は，Erikson が中年期以降の発達課題と
しており，精神的健康などの心理的変数との関連が
報告されている ( 小澤，2012)。さらに，岡村（2006）
は夫の定年退職後の夫婦間ギャップと，中年期以降
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に生じる夫婦関係の再構築の重要性を明らかにして
いる。このように，中年期以降においては，夫の定
年退職は，夫個人にも家族にも影響を与えるイベン
トであるという知見が得られている。
　しかしながら，定年退職年齢は，事業所の種類
や規模，時代によって異なっており，一律に設定
されているわけではない。2000 年までは労働省が，
2001 年以降は厚生労働省が毎年実施してきた雇用
管理調査や就労条件総合調査によれば，本社の常用
労働者が 30 名以上の民営企業のうち一律定年制の
ある企業における定年退職年齢は，1983 年に 59 歳
以下と 60 歳以上の割合がほぼ 50％ずつになり，以
後前者は低下し，後者は上昇し，1999 年には前者
は 1％を下回り，後者は 99％を越えている。
　こうした定年退職年齢は高齢者雇用安定法で規定
されており，平成 24 年改正（平成 25 年施行）で
は① 60 歳未満の定年禁止，② 65 歳までの雇用確
保措置（65 歳までの定年延長，定年制の廃止，65
歳までの継続雇用制度の導入）が求められ，仮に
60 歳で定年を迎えても，本人の意思により 65 歳ま
では就労することが可能となり，その業務内容や形
態，収入などは異なるものの，必ずしも就労機会
を剥奪されるわけではなくなった。さらに，令和 2
年改正（令和 3 年施行）では，定年を 65 歳以上 70
歳未満に定めている事業主，65 歳までの継続雇用
制度を導入している事業主に対して，65 歳までの
雇用確保義務と，65 歳から 70 歳までの就労機会を
確保するために５つの努力義務を課して，何らかの
形で 70 歳までの就労を支援している。このように，
就労機会が増えているため，定年退職自体は従来の
意味とは異なってきているといえる。
　こうした状況を踏まえると，定年退職により一律
に就労を剥奪されないものの，それまでとは異なる
業務内容であったり，同じ業務であっても地位や収
入の変化があったりするなど，働くことの意味が個
人によって異なってくるものと思われる。前述した
ように，従来から定年退職を高齢期の始期の基準と
して漠然と使われることが多かったが，定年退職に
よるその後生活の選択肢が多様になってきたことか
ら，その発達的意義を今一度検討する必要があると
考えられ，筆者らは中年期から高齢期に移行する中
での定年退職の意義を検討してきた（濱田・齊藤，
2019；濱田・齊藤，2021）。また，定年退職の発達
的意義を考えるとき，それまで就労を中心に長く続
いてきた生活が一変することから，定年退職後の心
理的適応を検討されることが多く，定年退職経験が
中年期から高齢期における発達にどのような意味を
もつかについては十分には検討されていない。そこ
で，本研究では定年退職経験に着目し，今後数年以
内に定年退職が予定されている者とすでに定年退職

経験がある者を比較検討することにより，定年退職
経験がその後の心理的適応，その後の発達にもたら
す影響などの発達的意義について検討することとす
る。なお，具体的には，現在の生活に関わり，先行
研究や心理学で用いることの多い，また人間が生活
する心理的適応の要素となる観点から，①生活状況
に関わる適応及び心理状況，②重要となる人間関係
としての夫婦関係に関わる適応及び心理状況，③自
己のありようが時間的つながりをもつことから，現
在を基準として見た過去，未来に対する適応及び心
理状況，④発達課題の達成から見た適応及び心理状
況，⑤精神的健康から見た適応及び心理状況を指標
とする。

方　法
調査協力者と調査手続
　株式会社クロス・マーケティングへ調査を委託し，
同社が保有している登録者の中から 55 ～ 72 歳の
被雇用経験のある男性を対象としてサンプリング
された 454 名からインターネット調査により回答
を得た（平均年齢：64.3 歳（SD=5.4））。このうち，
定年退職経験者（以下，退職経験者と記載）は 300
名（60 歳未満 11 名，60 歳以上 289 名），定年退職
予定者（以下，退職予定者と記載）は 154 名（60
歳未満 102 名，60 歳以上 52 名）であった。なお，
60 歳未満の退職経験者 11 名については、自衛官等
の若年定年制が定められた職業に従事していた者で
ある。また，退職経験者 300 名のうち，92 名がフ
ルタイム，44 名がパート及びアルバイトで就労し
ており，156 名が無職であった。残り 8 名はいずれ
にも該当しないとの回答を得た。
倫理的配慮
　本研究は，神戸大学大学院人間発達環境学研究科
における倫理審査を受け，承認された（受付番号
465）。
　回答を開始する前に，調査の趣旨，個人が特定さ
れない形式でのデータの収集とデータの取り扱い，
調査への参加は自由意思によるもので参加途中でも
辞退できることなどを文書で提示し，回答をもって
同意としたものとすることを伝えた。
調査時期
　2020 年 12 月
調査項目
(1) デモグラフィック変数
　①年齢，家族構成，就労状況，定年退職経験の有無
(2) 生活状況に関わる適応及び心理状況
　②経済状況への満足度，主観的健康感

　経済状況への満足度について５件法（とても不
満 (1) ～満足 (5)）で，主観的健康感について４
件法 ( 良くない (1) ～良い (4)) で評定を求めた。
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　③現在の生活における活動や関心
　定年退職を契機とした生活や意識の変化を捉
えるため，三川（1988）及び三保・青木・福井・
清水（2014）を参考に，個人の生活上の役割と
して仕事，社会的活動，家庭や家族，個人活動の
４領域を設定し，それぞれについての活動の程度
( ５項目 ) と関心の程度 ( ５項目 ) について４件
法 ( ほとんどあてはまらない (1) ～非常によくあ
てはまる (4)) で評定を求めた（各領域 10 項目，
合計 40 項目）。

（項目例）
　活動：私は，［仕事］を手間暇かけてやっている。
　関心：私は，［仕事］をうちこみたいと思って
いる。

(3) 重要な人間関係としての夫婦関係に関わる適応
及び心理状況
　④パートナーとの関係性の認知

　パートナーとの関係性の質を捉えるために，伊
藤・相良（2015）の結婚コミットメント尺度 (23
項目／下位尺度：人格的コミットメント ( 配偶者
との情緒的で信頼に基づく関係８項目 )，諦め・
機能的コミットメント（利便性や代替のなさに基
づく関係８項目），規範的コミットメント ( 道徳
や信義に基づく社会的規範の維持としての関係７
項目 )) を用い，５件法 ( 全くあてはまらない (1)
～とてもあてはまる (5)) で評定を求めた。

（項目例）
　人格的コミットメント：配偶者のことを誰より
も信頼しているから。
　諦め・機能的コミットメント：いまさら別の人
とやり直すのは面倒だから。
　規範的コミットメント：離婚することは道徳的
に間違っているから。

(4) 自己のありようが時間的つながりをもつことか
ら現在を基準として見た過去，未来に対する適応及
び心理状況
　⑤未来と過去に対する時間的展望

　未来に対する時間的展望については，池内・長
田（2013）の日本語版未来展望尺度 (10 項目 ) を
用い，７件法 ( 全くあてはまらない (1) ～非常に
あてはまる (7)) で評定を求めた ( 得点が低いほ
ど未来への時間的展望が狭いことを示している)。
また，過去に対する時間的展望については，日潟

（2009）の過去への時間的態度尺度（10 項目／下
位尺度：過去肯定 ( ４項目 )，自己形成意識 ( ３
項目 )，過去固執 ( ３項目 )）を用い，５件法 ( 全
くあてはまらない (1) ～とてもあてはまる (5)) で
評定を求めた。

（項目例）
　日本語版未来展望尺度

この先，いろいろな機会が私を待ち受けている。　
過去への時間的態度尺度
　過去肯定：今まで自分はよくやってきたと思う。
　自己形成意識：過去があるから今の自分がある
と思う。
　過去固執：今でもずっと，後悔している出来事
がある。

(5) 発達課題の達成から見た適応及び心理状況
　⑥成人期以降の発達課題としての「世代性」

丸島・有光（2007）の世代性関心尺度改訂版
（GCS-R）(20 項目／下位尺度：創造性 ( ８項目 )，
世話（７項目），世代継承性 ( ５項目 )) を用い，
４件法 ( 全くあてはまらない (1) ～非常にあては
まる (4)) で評定を求めた。

（項目例）
　創造性：私は変わったことやめずらしいことを
するのが好きだ。
　世話：困っている人を見ると，つい手助けした
くなる。
　世代継承性：私の死後にも，私が貢献したこと
は残っているように思う。

(6) 精神的健康の観点から見た適応及び心理状況
　⑦精神的健康

　GHQ28（中川・大坊，1985）（28 項目／要素
スケール：身体的症状 ( ７項目 )，不安と不眠 ( ７
項目 )，社会的活動障害 ( ７項目 )，うつ傾向 ( ７
項目 )）を用い，４件法で評定を求めた（得点が
高いほど，精神的健康度が低いことを示してい
る）。

結果と考察
１．経済状況への満足度，主観的健康感（Table1）
　経済状況への満足度や主観的健康感といった生活
に対する充実感は，全体的には尺度中間点 ( 前者 3，
後者 2.5) 前後にあり，中程度の満足度と健康感を
示していたが，いずれの得点も退職経験者の方が退
職予定者より有意に高かった（経済状況への満足度：
t (261.68) = 4.22, p＜ .001；主観的健康感：t (297.87) 
= 3.44, p ＜ .01）。経済状況や心身の健康状態につ
いて退職予定者より退職経験者の方が良好であると
感じられることは，これまでの先行研究により示さ
れた結果と一致するものであった。また，経済状況
への満足度は，定年退職により収入が減ったり，安
定した収入を得られなくなったりするなど退職経験
者の方は低いと考えられるが，むしろ退職経験者の
方が高く，定年退職後はその経済状況に見合う生活
スタイルに変化させ，退職前より少ない収入でも不
足を感じていないことが推測できる。
　他方，厚生労働省（2016）は，働く理由として「経
済上の理由」とする割合が年齢とともに低下し，「生
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で，本研究では定年退職経験に着目し，今後数年以
内に定年退職が予定されている者とすでに定年退職

経験がある者を比較検討することにより，定年退職
経験がその後の心理的適応，その後の発達にもたら
す影響などの発達的意義について検討することとす
る。なお，具体的には，現在の生活に関わり，先行
研究や心理学で用いることの多い，また人間が生活
する心理的適応の要素となる観点から，①生活状況
に関わる適応及び心理状況，②重要となる人間関係
としての夫婦関係に関わる適応及び心理状況，③自
己のありようが時間的つながりをもつことから，現
在を基準として見た過去，未来に対する適応及び心
理状況，④発達課題の達成から見た適応及び心理状
況，⑤精神的健康から見た適応及び心理状況を指標
とする。

方　法
調査協力者と調査手続
　株式会社クロス・マーケティングへ調査を委託し，
同社が保有している登録者の中から 55 ～ 72 歳の
被雇用経験のある男性を対象としてサンプリング
された 454 名からインターネット調査により回答
を得た（平均年齢：64.3 歳（SD=5.4））。このうち，
定年退職経験者（以下，退職経験者と記載）は 300
名（60 歳未満 11 名，60 歳以上 289 名），定年退職
予定者（以下，退職予定者と記載）は 154 名（60
歳未満 102 名，60 歳以上 52 名）であった。なお，
60 歳未満の退職経験者 11 名については、自衛官等
の若年定年制が定められた職業に従事していた者で
ある。また，退職経験者 300 名のうち，92 名がフ
ルタイム，44 名がパート及びアルバイトで就労し
ており，156 名が無職であった。残り 8 名はいずれ
にも該当しないとの回答を得た。
倫理的配慮
　本研究は，神戸大学大学院人間発達環境学研究科
における倫理審査を受け，承認された（受付番号
465）。
　回答を開始する前に，調査の趣旨，個人が特定さ
れない形式でのデータの収集とデータの取り扱い，
調査への参加は自由意思によるもので参加途中でも
辞退できることなどを文書で提示し，回答をもって
同意としたものとすることを伝えた。
調査時期
　2020 年 12 月
調査項目
(1) デモグラフィック変数
　①年齢，家族構成，就労状況，定年退職経験の有無
(2) 生活状況に関わる適応及び心理状況
　②経済状況への満足度，主観的健康感

　経済状況への満足度について５件法（とても不
満 (1) ～満足 (5)）で，主観的健康感について４
件法 ( 良くない (1) ～良い (4)) で評定を求めた。
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３．パートナーとの関係性の認知（Table4）
　いずれの下位尺度においても，退職経験者が退職
予定者より若干高い得点を示したが，規範的コミッ
トメントのみにおいて退職経験者が退職予定者より
有意に高かった（人格的コミットメント：t (452) = 
1.48, n.s.；諦め・規範的コミットメント：t (452) = 
1.05, n.s.；規範的コミットメント：t (452) = 3.67, 
p ＜ .001）。人格的コミットメントは退職予定者も
退職経験者も比較的高く，配偶者への人格的尊重が
見られる一方，諦め・機能的コミットメントもやや
高く，配偶者との現在の関係性を受け入れ，一人の
家族構成員としての役割を演じる存在として認知し
ているものと思われる。他方，有意差が見られた規
範的コミットメントについては，夫や妻としてどう
あるべきかを退職後より認識したものと考えられ
る。この点について，伊藤（2019）が定年退職に
より配偶者との関係性がより親密になる一方で，こ
れまで潜在していた危機が顕在化することがあると
述べており，定年退職後に夫婦関係を再確認するこ
とが迫られることを示唆している。また，規範的コ
ミットメントという世間体や社会的側面からパート
ナーとの関係を認知する点に有意差が生じたこと
は，就業により得ていた社会に対する信頼感や責任
感を，退職後は婚姻状態の維持により代替的に得
ようとしているものと推測された。さらに，岡村

（2006）が中年期以降には夫婦関係の再構築が発達
課題となり，夫婦関係の既存の役割を見直すことが
高齢期を生きていくための基盤となると指摘してい
ることから，本結果はこの再構築への取り組みを示
唆すると考えられる。

きがい，社会参加のため」「健康上の理由」などの
割合が増加することを示しており，退職後は就労の
意義が多様化し，経済状況への満足だけにとどまら
ず，主観的健康感にも関連することが予想される。

２．現在の生活における活動や関心（Table2，3）
　役割領域の１つである社会的活動については，活
動及び関心のいずれにおいてもフロア効果が認めら
れたため分析から除外し，仕事，家族や家庭，個人
活動の３領域について分析を行った。
　活動では仕事，家族や家庭，個人活動いずれにお
いても有意差が見られ（仕事：t (452) = -5.04, p ＜ 
.001；家族や家庭：t (452) = 3.00, p ＜ .01；個人活動：
t (313.93) = 4.91, p ＜ .001），仕事では退職予定者
が退職経験者より，家族や家庭，個人活動では退職
経験者が退職予定者より得点が高かった。また，関
心では仕事，個人活動において有意差が見られ（仕
事：t (452) = -4.30, p ＜ .001；家族や家庭：t (452) 
= 1.54, n.s.；個人活動：t (452) = 2.92, p ＜ .01），
仕事では退職予定者が退職経験者より，個人活動で
は退職経験者が予定者より得点が高かった。このこ
とから，退職により仕事についての活動，関心とも
に低下するが，家族や家庭についての活動や，個人
活動についての活動と関心が上昇し，退職後はそれ
まで仕事に向けられていたエネルギーが他の領域に
向けられることが示唆された。しかしながら，家族
や家庭についての関心は両者に有意差は見られず，
尺度中間値 (2.5) 程度であったことから，退職前も
退職後も家庭活動についての関心はある程度ある
が，退職後になってそれが行動化されるようになっ
たものと推測される。

Table1
経済状況への満足度と主観的健康感の定年退職経験別
平均値（SD）と t 検定の結果

Table2
役割への活動を問う項目の定年退職経験別平均値 (SD) と
t 検定の結果

Table4
結婚コミットメント下位尺度の定年退職経験別平均値（SD）
と t 検定の結果

Table3
役割への関心を問う項目の定年退職経験別平均値 (SD) と
t 検定の結果

退職経験者 退職予定者 t値

経済状況への満足度 3.28（0.90） 2.85（1.10） 4.22***

主観的健康感 2.92（0.65） 2.70（0.68） 3.44**

**p＜.01,***p＜.001

退職経験者 退職予定者 t値

仕事 1.89（0.97） 2.31（1.03） -4.30***

家族や家庭 2.73（0.87） 2.60（0.87）    1.54

個人活動 2.74（0.89） 2.48（0.93）   2.92**

**p＜.01,***p＜.001

退職経験者 退職予定者 t値

仕事 1.88（1.01） 2.39（1.04） -5.04***

家族や家庭 2.52（0.84） 2.28（0.79） 3.00**

個人活動 2.43（0.89） 2.00（0.87） 4.91***

**p＜.01,***p＜.001

退職経験者 退職予定者 t値

経済状況への満足度 3.28（0.90） 2.85（1.10） 4.22***

主観的健康感 2.92（0.65） 2.70（0.68） 3.44**

**p＜.01,***p＜.001

退職経験者 退職予定者 t値

仕事 1.89（0.97） 2.31（1.03） -4.30***

家族や家庭 2.73（0.87） 2.60（0.87）    1.54

個人活動 2.74（0.89） 2.48（0.93）   2.92**

**p＜.01,***p＜.001

退職経験者 退職予定者 t値

仕事 1.88（1.01） 2.39（1.04） -5.04***

家族や家庭 2.52（0.84） 2.28（0.79） 3.00**

個人活動 2.43（0.89） 2.00（0.87） 4.91***

**p＜.01,***p＜.001

退職経験者 退職予定者 t値

未来展望尺度得点 3.70（0.95） 3.74（1.06） -0.42

退職経験者 退職予定者 t値

過去肯定 3.78（0.65） 3.67（0.70） 1.65

自己形成意識 3.99（0.64） 4.00（0.81） -0.18

過去固執 3.31（1.01） 3.64（0.97） -3.32**

**p＜.01

退職経験者 退職予定者 t値

人格的コミットメント 4.08（0.81） 3.95（0.90） 1.48

諦め・機能的コミットメント 3.04（0.81） 2.96（0.71） 1.05

規範的コミットメント 2.97（0.88） 2.65（0.87） 3.67***

***p＜.001
退職経験者 退職予定者 t値

創造性 2.48（0.54） 2.52（0.53） -0.86

世話 2.53（0.47） 2.42（0.47） 2.40*

世代継承性 2.38（0.55） 2.16（0.61） 3.77***

*p＜.05,***p＜.001

退職経験者 退職予定者 t値

経済状況への満足度 3.28（0.90） 2.85（1.10） 4.22***

主観的健康感 2.92（0.65） 2.70（0.68） 3.44**

**p＜.01,***p＜.001

退職経験者 退職予定者 t値

仕事 1.89（0.97） 2.31（1.03） -4.30***

家族や家庭 2.73（0.87） 2.60（0.87）    1.54

個人活動 2.74（0.89） 2.48（0.93）   2.92**

**p＜.01,***p＜.001

退職経験者 退職予定者 t値

仕事 1.88（1.01） 2.39（1.04） -5.04***

家族や家庭 2.52（0.84） 2.28（0.79） 3.00**

個人活動 2.43（0.89） 2.00（0.87） 4.91***

**p＜.01,***p＜.001
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きた時間やエネルギーを家族や孫，あるいは近隣地
域の人などとの関わりに充て，支援的な働きかけを
していることが推測される。また，世代継承性は，
尺度中間値 (2.5) には達しないものの，これまで自
分が行ってきたことを後生に残し，伝える意識であ
り，自身の限界や死の認識によって強まるとされる
ことから，定年退職という就業における一定の終着
点を経験することにより高まったものと考えられ
る。他方，創造性は 2 群間に有意差はなく，いずれ
も尺度中間値程度の値を示しており，定年退職経験
の有無にかかわらず，後生に対して「何かを残す」
だけなく，「新たに創る」という特徴も見られ，ま
だ終わったわけでないという心理も残されているこ
とが明らかになった。

６．精神的健康（Table8）
　GHQ28 の要素スケールである身体的症状，不安
と不眠，社会的適応障害，うつ傾向について，中
川・大坊（1985）にしたがって得点化し，各スケー
ルの得点区分の分布を Table8 に示す。いずれのス
ケールにおいても，分布に有意な偏りが認められた

（スケール順にχ2(2)=11.95，p ＜ .01；χ2(2)=6.47，
p ＜ .05；χ2(2)=6.87，p ＜ .05；χ2(2)=16.56，p ＜ .01）
ので，残差分析を行ったところ，身体的症状，不安
と不眠，うつ傾向では退職経験者に該当なしが多く，
中等度以上が少ないこと，退職予定者に該当なしが
少なく，中等度以上が多いこと，社会的適応障害で
は退職経験者に中等度以上が少ないこと，退職予定
者に中等度以上が多いことが明らかになった。こう
したことから，全体的として，定年退職経験者の方
が精神的健康度が高く，定年退職により就業上のス

４．未来と過去に対する時間的展望（Table5，6）
　未来展望尺度において２群間に有意差は見られ
ず（t(452) = -.042, n.s.），先行研究では年齢が上が
るにつれて有限性の認識が強まることが示唆されて
いる（池内・長田，2013）が，定年退職により未
来に対する有限性の自覚や認識が高まるとはいえな
かった。他方，過去に対する時間的態度については，
過去固執のみ退職予定者の方が退職経験者より有意
に高かった（過去肯定：t (452) = 1.65, n.s.；自己
形成意識：t (255.15) = -0.18, n.s.；過去固執：t (452) 
= -3.32, p ＜ .01）。中年期以降においては過去の自
己の振り返りが生じるとされており，その際には過
去の自己の想起とともにそれに関わるネガティブな
感情や葛藤が生じることから，後悔や過去へのとら
われである過去固執が定年退職前というタイミング
でより強まるものと考えられる。

５．成人期以降の発達課題としての「世代性」
（Table7）
　３つの下位尺度のうち，世話と世代継承性におい
て退職経験者が退職予定者より有意に得点が高かっ
た（創造性：t (452) = -0.86, n.s.；世話：t (452) = 2.40, 
p ＜ .05；世代継承性：t (452) = 3.77, p ＜ .001）。
世話は，周囲の人との関わりの中で経験されること
から，退職によりそれまで仕事やその同僚に割いて

Table5
未来展望尺度の定年退職経験別平均値（SD）と
t 検定の結果

Table7
GCS-R 下位尺度の定年退職経験別平均値 (SD) と
t 検定の結果

Table6
過去への時間的態度下位尺度の定年退職経験別
平均値（SD）と t 検定の結果

Table8　GHQ の要素スケール別の得点区分ごとの分布

退職経験者 退職予定者 t値

未来展望尺度得点 3.70（0.95） 3.74（1.06） -0.42

退職経験者 退職予定者 t値

過去肯定 3.78（0.65） 3.67（0.70） 1.65

自己形成意識 3.99（0.64） 4.00（0.81） -0.18

過去固執 3.31（1.01） 3.64（0.97） -3.32**

**p＜.01

退職経験者 退職予定者 t値

人格的コミットメント 4.08（0.81） 3.95（0.90） 1.48

諦め・機能的コミットメント 3.04（0.81） 2.96（0.71） 1.05

規範的コミットメント 2.97（0.88） 2.65（0.87） 3.67***

***p＜.001
退職経験者 退職予定者 t値

創造性 2.48（0.54） 2.52（0.53） -0.86

世話 2.53（0.47） 2.42（0.47） 2.40*

世代継承性 2.38（0.55） 2.16（0.61） 3.77***

*p＜.05,***p＜.001

退職経験者 退職予定者 t値

未来展望尺度得点 3.70（0.95） 3.74（1.06） -0.42

退職経験者 退職予定者 t値

過去肯定 3.78（0.65） 3.67（0.70） 1.65

自己形成意識 3.99（0.64） 4.00（0.81） -0.18

過去固執 3.31（1.01） 3.64（0.97） -3.32**

**p＜.01

退職経験者 退職予定者 t値

人格的コミットメント 4.08（0.81） 3.95（0.90） 1.48

諦め・機能的コミットメント 3.04（0.81） 2.96（0.71） 1.05

規範的コミットメント 2.97（0.88） 2.65（0.87） 3.67***

***p＜.001
退職経験者 退職予定者 t値

創造性 2.48（0.54） 2.52（0.53） -0.86

世話 2.53（0.47） 2.42（0.47） 2.40*

世代継承性 2.38（0.55） 2.16（0.61） 3.77***

*p＜.05,***p＜.001

退職経験者 退職予定者 t値

未来展望尺度得点 3.70（0.95） 3.74（1.06） -0.42

退職経験者 退職予定者 t値

過去肯定 3.78（0.65） 3.67（0.70） 1.65

自己形成意識 3.99（0.64） 4.00（0.81） -0.18

過去固執 3.31（1.01） 3.64（0.97） -3.32**

**p＜.01

退職経験者 退職予定者 t値

人格的コミットメント 4.08（0.81） 3.95（0.90） 1.48

諦め・機能的コミットメント 3.04（0.81） 2.96（0.71） 1.05

規範的コミットメント 2.97（0.88） 2.65（0.87） 3.67***

***p＜.001
退職経験者 退職予定者 t値

創造性 2.48（0.54） 2.52（0.53） -0.86

世話 2.53（0.47） 2.42（0.47） 2.40*

世代継承性 2.38（0.55） 2.16（0.61） 3.77***

*p＜.05,***p＜.001

該当なし 軽度 中等度以上 該当なし 軽度 中等度以上 該当なし 軽度 中等度以上 該当なし 軽度 中等度以上

退職経験者 119 96 85 112 79 109 191 82 27 215 47 38

39.70% 32.00% 28.30% 37.30% 26.30% 36.30% 63.70% 27.30% 9.00% 71.70% 15.70% 12.70%

3.00** -0.10 -3.00** 2.40* -0.40 -2.00* 1.90 -0.30 -2.50* 3.10:** 0.20 -4.00**

退職予定者 39 50 65 40 43 71 84 44 26 88 23 43

25.30% 32.50% 42.20% 26.00% 27.90% 46.10% 54.50% 28.60% 16.90% 57.10% 14.90% 27.90%

-3.00** 0.10 3.00** -2.40* 0.40 2.00* -1.90 0.30 2.50* -3.10** -0.20 4.00**

注)各セルとも度数，百分率，調整済み残差(イタリック)の順に記載。
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３．パートナーとの関係性の認知（Table4）
　いずれの下位尺度においても，退職経験者が退職
予定者より若干高い得点を示したが，規範的コミッ
トメントのみにおいて退職経験者が退職予定者より
有意に高かった（人格的コミットメント：t (452) = 
1.48, n.s.；諦め・規範的コミットメント：t (452) = 
1.05, n.s.；規範的コミットメント：t (452) = 3.67, 
p ＜ .001）。人格的コミットメントは退職予定者も
退職経験者も比較的高く，配偶者への人格的尊重が
見られる一方，諦め・機能的コミットメントもやや
高く，配偶者との現在の関係性を受け入れ，一人の
家族構成員としての役割を演じる存在として認知し
ているものと思われる。他方，有意差が見られた規
範的コミットメントについては，夫や妻としてどう
あるべきかを退職後より認識したものと考えられ
る。この点について，伊藤（2019）が定年退職に
より配偶者との関係性がより親密になる一方で，こ
れまで潜在していた危機が顕在化することがあると
述べており，定年退職後に夫婦関係を再確認するこ
とが迫られることを示唆している。また，規範的コ
ミットメントという世間体や社会的側面からパート
ナーとの関係を認知する点に有意差が生じたこと
は，就業により得ていた社会に対する信頼感や責任
感を，退職後は婚姻状態の維持により代替的に得
ようとしているものと推測された。さらに，岡村

（2006）が中年期以降には夫婦関係の再構築が発達
課題となり，夫婦関係の既存の役割を見直すことが
高齢期を生きていくための基盤となると指摘してい
ることから，本結果はこの再構築への取り組みを示
唆すると考えられる。

きがい，社会参加のため」「健康上の理由」などの
割合が増加することを示しており，退職後は就労の
意義が多様化し，経済状況への満足だけにとどまら
ず，主観的健康感にも関連することが予想される。

２．現在の生活における活動や関心（Table2，3）
　役割領域の１つである社会的活動については，活
動及び関心のいずれにおいてもフロア効果が認めら
れたため分析から除外し，仕事，家族や家庭，個人
活動の３領域について分析を行った。
　活動では仕事，家族や家庭，個人活動いずれにお
いても有意差が見られ（仕事：t (452) = -5.04, p ＜ 
.001；家族や家庭：t (452) = 3.00, p ＜ .01；個人活動：
t (313.93) = 4.91, p ＜ .001），仕事では退職予定者
が退職経験者より，家族や家庭，個人活動では退職
経験者が退職予定者より得点が高かった。また，関
心では仕事，個人活動において有意差が見られ（仕
事：t (452) = -4.30, p ＜ .001；家族や家庭：t (452) 
= 1.54, n.s.；個人活動：t (452) = 2.92, p ＜ .01），
仕事では退職予定者が退職経験者より，個人活動で
は退職経験者が予定者より得点が高かった。このこ
とから，退職により仕事についての活動，関心とも
に低下するが，家族や家庭についての活動や，個人
活動についての活動と関心が上昇し，退職後はそれ
まで仕事に向けられていたエネルギーが他の領域に
向けられることが示唆された。しかしながら，家族
や家庭についての関心は両者に有意差は見られず，
尺度中間値 (2.5) 程度であったことから，退職前も
退職後も家庭活動についての関心はある程度ある
が，退職後になってそれが行動化されるようになっ
たものと推測される。

Table1
経済状況への満足度と主観的健康感の定年退職経験別
平均値（SD）と t 検定の結果

Table2
役割への活動を問う項目の定年退職経験別平均値 (SD) と
t 検定の結果

Table4
結婚コミットメント下位尺度の定年退職経験別平均値（SD）
と t 検定の結果

Table3
役割への関心を問う項目の定年退職経験別平均値 (SD) と
t 検定の結果

退職経験者 退職予定者 t値

経済状況への満足度 3.28（0.90） 2.85（1.10） 4.22***

主観的健康感 2.92（0.65） 2.70（0.68） 3.44**

**p＜.01,***p＜.001

退職経験者 退職予定者 t値

仕事 1.89（0.97） 2.31（1.03） -4.30***

家族や家庭 2.73（0.87） 2.60（0.87）    1.54

個人活動 2.74（0.89） 2.48（0.93）   2.92**

**p＜.01,***p＜.001

退職経験者 退職予定者 t値

仕事 1.88（1.01） 2.39（1.04） -5.04***

家族や家庭 2.52（0.84） 2.28（0.79） 3.00**

個人活動 2.43（0.89） 2.00（0.87） 4.91***

**p＜.01,***p＜.001

退職経験者 退職予定者 t値

経済状況への満足度 3.28（0.90） 2.85（1.10） 4.22***

主観的健康感 2.92（0.65） 2.70（0.68） 3.44**

**p＜.01,***p＜.001

退職経験者 退職予定者 t値

仕事 1.89（0.97） 2.31（1.03） -4.30***

家族や家庭 2.73（0.87） 2.60（0.87）    1.54

個人活動 2.74（0.89） 2.48（0.93）   2.92**

**p＜.01,***p＜.001

退職経験者 退職予定者 t値

仕事 1.88（1.01） 2.39（1.04） -5.04***

家族や家庭 2.52（0.84） 2.28（0.79） 3.00**

個人活動 2.43（0.89） 2.00（0.87） 4.91***

**p＜.01,***p＜.001

退職経験者 退職予定者 t値

未来展望尺度得点 3.70（0.95） 3.74（1.06） -0.42

退職経験者 退職予定者 t値

過去肯定 3.78（0.65） 3.67（0.70） 1.65

自己形成意識 3.99（0.64） 4.00（0.81） -0.18

過去固執 3.31（1.01） 3.64（0.97） -3.32**

**p＜.01

退職経験者 退職予定者 t値

人格的コミットメント 4.08（0.81） 3.95（0.90） 1.48

諦め・機能的コミットメント 3.04（0.81） 2.96（0.71） 1.05

規範的コミットメント 2.97（0.88） 2.65（0.87） 3.67***

***p＜.001
退職経験者 退職予定者 t値

創造性 2.48（0.54） 2.52（0.53） -0.86

世話 2.53（0.47） 2.42（0.47） 2.40*

世代継承性 2.38（0.55） 2.16（0.61） 3.77***

*p＜.05,***p＜.001

退職経験者 退職予定者 t値

経済状況への満足度 3.28（0.90） 2.85（1.10） 4.22***

主観的健康感 2.92（0.65） 2.70（0.68） 3.44**

**p＜.01,***p＜.001

退職経験者 退職予定者 t値

仕事 1.89（0.97） 2.31（1.03） -4.30***

家族や家庭 2.73（0.87） 2.60（0.87）    1.54

個人活動 2.74（0.89） 2.48（0.93）   2.92**

**p＜.01,***p＜.001

退職経験者 退職予定者 t値

仕事 1.88（1.01） 2.39（1.04） -5.04***

家族や家庭 2.52（0.84） 2.28（0.79） 3.00**

個人活動 2.43（0.89） 2.00（0.87） 4.91***

**p＜.01,***p＜.001
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間的な余裕もあることから，逼迫した生活状況であ
ることは想定しにくい。そのため，調査協力者の多
くは現在の生活に困難を来しておらず，心理的適応
が容易な環境にあったとも考えられる。とりわけ，
日々の生活が逼迫している者から協力は得にくい
が，今後はこうした者を含め，さらに広い層からの
協力を得ることも今ひとつの課題であると考えられ
る。
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にあることが示唆された。とくに，うつ傾向では退
職予定者の 27.9％が中等度以上に分類されており，
定年退職前に精神的な不安や負荷が高い状態にある
と思われる。

全体的考察
　従来，定年退職後の心理的適応のむずかしさが議
論されてきたが，本研究の結果からは必ずしもそれ
を支持するものではなかった。定年退職前の退職予
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後の方が心理的適応しやすいものと思われる。これ
まで論じられてきた定年退職後の生活や生き方への
サポートだけではなく，定年退職前の不安定な状態
にも焦点をあて，心理的サポートを提供する必要性
が示唆されたといえる。
　従来，高齢期は定年退職など成人社会からの離脱
を始期として，人生の振り返りなどを発達課題とし
て求めてきたが，本研究の結果が示唆するように，
定年退職年齢は延長やその後の就労保証などの法的
整備の元でその意義を変化しているものと考えられ
る。すなわち，定年退職年齢到達者は自己の意思次
第で就労を継続することができ，強制的にこれまで
の社会から離脱させられることがなくなったと言え
よう。他方，定年退職を経験する 60 代では，就労
継続だけでなく，ボランティア活動や趣味活動など
個人活動を行うなど多様な生活スタイルを選択する
ことも可能であるといえる。こうした意味では，定
年退職は終着点ではなく，定年退職年齢到達後をど
のような生活を選択する機会を提供するものと考え
られる。さらには，平均的な健康寿命が男性 72 歳，
女性 76 歳であることを考慮すると，健康寿命に至
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として形成する出発点と考えることができ，このラ
イフステージのあり方を検討することが次の課題と
いえる。
　また，本研究の調査協力者は退職経験者を含め，
インターネット調査会社へ登録し，オンライン上で
のやり取りが可能な者であり，調査依頼に応じる時
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定年退職前に精神的な不安や負荷が高い状態にある
と思われる。

全体的考察
　従来，定年退職後の心理的適応のむずかしさが議
論されてきたが，本研究の結果からは必ずしもそれ
を支持するものではなかった。定年退職前の退職予
定者に比べると，定年退職経験者の方が経済状況へ
の満足感，主観的健康感，家族や家庭での活動や関
心，趣味など個人的活動への関心，年下の世代に対
する世話意識や世代継承性のいずれも有意に高く，
精神的健康を示すＧＨＱのいずれの要素でも中等度
以上が有意に少なかった。他方，定年退職前の退職
予定者の視点から言えば，定年退職を数年後に控え，
定年退職後の不安や不透明な見通しが心理的適応に
影響しており，むしろ定年退職した環境に移行した
後の方が心理的適応しやすいものと思われる。これ
まで論じられてきた定年退職後の生活や生き方への
サポートだけではなく，定年退職前の不安定な状態
にも焦点をあて，心理的サポートを提供する必要性
が示唆されたといえる。
　従来，高齢期は定年退職など成人社会からの離脱
を始期として，人生の振り返りなどを発達課題とし
て求めてきたが，本研究の結果が示唆するように，
定年退職年齢は延長やその後の就労保証などの法的
整備の元でその意義を変化しているものと考えられ
る。すなわち，定年退職年齢到達者は自己の意思次
第で就労を継続することができ，強制的にこれまで
の社会から離脱させられることがなくなったと言え
よう。他方，定年退職を経験する 60 代では，就労
継続だけでなく，ボランティア活動や趣味活動など
個人活動を行うなど多様な生活スタイルを選択する
ことも可能であるといえる。こうした意味では，定
年退職は終着点ではなく，定年退職年齢到達後をど
のような生活を選択する機会を提供するものと考え
られる。さらには，平均的な健康寿命が男性 72 歳，
女性 76 歳であることを考慮すると，健康寿命に至
るまでにどのように充実した生活を送るかを考える
ことができる機会とも言える。このように定年退職
は，退職前の心理的不健康状態から脱し，その後健
康寿命までの期間を新たな積極的なライフステージ
として形成する出発点と考えることができ，このラ
イフステージのあり方を検討することが次の課題と
いえる。
　また，本研究の調査協力者は退職経験者を含め，
インターネット調査会社へ登録し，オンライン上で
のやり取りが可能な者であり，調査依頼に応じる時
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